別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:濃尾地震１２０年　地震防災フォーラム開催事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災担当　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,745千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　東海地震、東南海地震などの海溝型地震はもとより、活断層が活動することによって起こる内陸型地震は、今後いつ発生してもおかしくない状況にあるといわれている。
　しかし、平成21年度の県政世論調査では、災害時の備えをしている人は全体の52.9％であり、県民の防災への意識は必ずしも高いとはいえない状況にあることから、大型地震に備えて地震防災の意識を高め、県民一人ひとりに自助、共助の取組みをしていただくための啓発等を実施する。
○濃尾地震１２０年　地震防災フォーラム
　明治24年（1891年）10月28日に岐阜県の根尾村（現本巣市根尾）を震源とし、岐阜県美濃地方、愛知県尾張地方を中心に大きな被害を引き起こした「濃尾地震」が発生してから平成23年（2011年）で120年を迎える。
　120年の節目の年にフォーラムを開催することにより、県民の地震災害に対する防災意識を高め、自助、共助の取り組みへの一助とする。
　また、フォーラムと同時に会場敷地内に「地震体験車」による地震体験や、濃尾地震のパネルの展示を行い、地震防災の意識の高揚を図る。
	２　所要経費


濃尾地震１２０年　地震防災フォーラムを開催するための経費　1,745千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・自助意識を普及させる
・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


（１）自助実践２００万人運動の推進（再掲）
　　　・平成22年10月28日「岐阜県地震防災の日」関連事業
　　　　「10.28地震防災講演会」実施

　　　・地震体験車による地震体験による啓発

　　　・広域防災センター学習・体験館の地震体験装置、展示パネル等による地震防災　

　　　　教育など　
	３　これまでの取組に対する評価


　平成21年度の自助実践２００万人運動の参加者は、約37万人であり、10年間で延べ200万人の参加という目標達成に向け、順調なスタートを切ることができた。
　また、平成21年度の県政世論調査では、災害時の備えをしている人は全体の52.9％であり、平成20年度の数値(52.8%)をわずかに上回った。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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